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イベント・催し等の開催の有無等は事前にご確認を！　また、休館している区施設等もありますので、事前にご確認ください。

イベント・催し等の開催の有無等は事前にご確認を！

レストラン等の優待券を配布しています

● 利用期間は5月10日㈰まで
【対象】区内在住・在勤の方
【優待内容】下記優待施設の利用金額から10％割
り引き（料金は利用当日、店舗で支払い）
【優待施設】新宿中村屋「グランナ」「マンナ」「ボン
ナ」（新宿3―26―13）
【申込み】区内在住・在勤であることが確認できるも
の（健康保険証・名刺等）をお持ちの上、ぱる新宿（区
勤労者・仕事支援センター勤労者サービス課、新宿7
―3―29、新宿ここ・から広場しごと棟）☎（3208）
2311へ。1人5枚まで。

補助対象機器等の種類 補助金額 2年度の
補助総額

太陽光発電システム
㈶電気安全環境研究所の太陽電池モジ
ュール認証を受けたまたは同等と認め
るもの

住宅（個人・集合）用 出力1kW当たり10
万円（上限30万円） 750万円

事業者用 出力1kW当たり10
万円（上限80万円） 80万円

CO2冷媒ヒートポンプ給湯器（エコキュート）
次のいずれかに該当するもの
⃝JIS基準（JISC9220）に基づく年間給湯保温効率（風呂保温機
能あり）が2.8以上
⃝JIS基準（JISC9220）に基づく年間給湯効率（風呂保温機能な
し）が2.9以上
⃝JIS基準（JISC9220）に基づく年間給湯保温効率または年間
給湯効率が2.7以上の「薄型2缶」「角型1缶」「容量200ℓ以下（一
体型含む）」「多機能」タイプ

定額10万円 150万円

家庭用燃料電池（エネファーム）
国が実施する家庭用燃料電池導入支援補助金における補助対象
システムとして㈳燃料電池普及促進協会（FCA）が指定したもの

定額10万円 530万円

高反射率塗装（居室上の屋根または屋上）
JISK5675（屋根用高日射反射率塗料）適合品または日射反射率
（全波長領域）が50%以上の塗料を使用すること（屋根立ち上が
り部分に施工する場合も可）

施工面積1㎡当たり
2,000円

（上限20万円）
920万円

雨水利用設備
雨水タンクの容量が100ℓ以上で、屋根に降った雨を雨どい等
から取水するもの

本体価格の50%
（上限2万円） 10万円

住宅向け断熱窓改修
次の全てに該当するもの
⃝既に設置してある窓の「外窓交換」「ガラス交換」「内窓設置」の
いずれかである
⃝1居室単位の施工
⃝改修後熱貫流率が4.65W/㎡・K以下に改善される

施工経費の25%
（上限10万円） 250万円

蓄電池システム
次の全てに該当するもの
⃝リチウムイオン蓄電池部分が㈳環境共創イニシアチブが補助
対象機器として指定しているまたは同等と認めるもの
⃝太陽光発電システムまたは家庭用燃料電池（エネファーム）と
常時接続されている

1kWあたり1万円
（上限10万円） 100万円

集合住宅共用部LED
次の全てに該当するもの
⃝照明器具の取り付け方が「つり下げ形」「じか付け形」「埋め込
み形」「壁付け形」のいずれかである（卓上スタンド、その他のコ
ンセント設備を使用するものは除く）
⃝既設照明器具からLED照明器具への交換工事を行う（LED照
明器具からLED照明器具への交換、既設照明器具へのLEDラン
プの装着、既設照明器具の一部を改造する工事は対象外）

施工経費の50%
（上限30万円） 750万円

事業所用LED照明
区の「中小事業者省エネルギー対策支援（左記）」または「省エネ
ルギー診断」を受け、LED照明設置の提案を受けた事業所

施工経費の50%
（上限40万円） 400万円

◆ 対象
▶個人住宅…区内在住（予定を含む）
で、ご自身がお住まいの住宅に補助
対象機器等を自ら使用する目的で設
置または施工する方
▶集合住宅…区内に集合住宅を所有
または所有予定の中小企業者（個人
事業者を含む）・管理組合等で、その
住宅に太陽光発電システムを設置
し、発電した電力を共用部に使用す
る方または共用部の照明をLEDに更
新する方
▶事業者…区内に事業所を所有する
（予定を含む）中小企業者（個人事業
者を含む）で、その事業所に太陽光発
電システムを設置する方または照明
をLEDに更新する方
◆ 補助要件
▶設置する機器が未使用であること
▶施工前であること

▶過去にこの補助制度に基づく同一
機器の補助を受けていない
▶令和3年2月26日㈮までに完了報
告書を提出できる
【補助対象機器等の種類・補助金額】
右表のとおり
【申込み】4月13日㈪～令和3年2月12
日㈮に所定の申込書（パンフレットに
折り込み）と添付書類を環境対策課環
境計画係へお持ちください。先着順で
補助総額分まで受け付けます（同日に
補助総額を超えた場合は抽選）。
★詳しくは、4月1日㈬から同係、特別
出張所、環境学習情報センター（西新
宿2―11―4、新宿中央公園内）、新宿リ
サイクル活動センター（高田馬場4―
10―2）、西早稲田リサイクル活動セン
ター（西早稲田3―19―5）で配布する
パンフレット、新宿区ホームページで
ご案内します。

新エネルギー・省エネルギー機器等の導入費用を補助します
新エネ・省エネ機器で

CO2削減にご協力を

【対象】法人格があり、区内の事業所を適用範囲として環境マネジメント
システムの規格（ISO14001、エコアクション21など）の認証を新たに取
得する、または認証の適用範囲を区内の事業所に拡大する団体
【補助金額】補助対象経費の2分の1（上限10万円）
【申込期間】4月13日㈪～令和3年2月12日㈮（認証取得前に申請が必要）

中小企業向け省エネ支援

エネルギーの専門家が訪問し、客観的な立場から設備の効率化の提案
や、省エネのアドバイスを無料で行います。
【対象】区内の中小規模の事務所、工場、店舗、テナントビル等、10件
【申込期間】4月27日㈪～令和3年2月12日㈮

中小事業者省エネルギー対策支援

環境マネジメント規格認証取得費用助成

　申し込み方法等詳しくは、パンフレット、新宿区ホームページでご案内
します。

【問合せ】環境対策課環境計画係（本庁舎7階）☎（5273）3763へ。

　今回お知らせする保険料は「30年中の所得に基づいて計算された仮の保険料額（令和2年2
月分の保険料額と同額）」です。4月・6月・8月の年金からは、仮の保険料額を引き落とします。
令和2年度の保険料は、令和元年中の所得に基づいて確定し、▶国民健康保険料は6月中
旬に、▶後期高齢者医療保険料は7月中旬に、確定後の保険料額をお知らせします。仮の保
険料額との差額は10月以降の保険料額で調整します。

保険料が年金から引き落とされている方へ
令和２年度の保険料のお知らせを

　　　　　　　　　　　　　　4月1日に発送します

【問合せ】▶国民健康保険料の算定…医療保険年金課国保資格係
（本庁舎4階）☎（5273）4146、▶国民健康保険料の口座振替…医
療保険年金課国保収納係（4月からは納付推進係、本庁舎4階）
☎（5273）4158、▶後期高齢者医療保険料…高齢者医療担当課高
齢者医療係（本庁舎4階）☎（5273）4562へ。

「年金引き落とし」から「口座振替」への変更「年金引き落とし」から「口座振替」への変更「年金引き落とし」から「口座振替」への変更「年金引き落とし」から「口座振替」への変更「年金引き落とし」から「口座振替」への変更「年金引き落とし」から「口座振替」への変更「年金引き落とし」から「口座振替」への変更「年金引き落とし」から「口座振替」への変更「年金引き落とし」から「口座振替」への変更「年金引き落とし」から「口座振替」への変更「年金引き落とし」から「口座振替」への変更「年金引き落とし」から「口座振替」への変更「年金引き落とし」から「口座振替」への変更「年金引き落とし」から「口座振替」への変更「年金引き落とし」から「口座振替」への変更「年金引き落とし」から「口座振替」への変更「年金引き落とし」から「口座振替」への変更「年金引き落とし」から「口座振替」への変更「年金引き落とし」から「口座振替」への変更「年金引き落とし」から「口座振替」への変更「年金引き落とし」から「口座振替」への変更「年金引き落とし」から「口座振替」への変更
保険料の支払いは、申し出により8月引き落とし分以降、「年金引

き落とし」から「口座振替」に変更することができます。希望する方は
お問い合わせください。
※後期高齢者医療制度では「口座振替」に変更した場合でも、保険料を
滞納した場合は、年金からの引き落としに切り替わることがあります。

今回お知らせする保険料は仮の保険料額です

国国国民健康保険・後期高齢者医療保険民健康保険・後期高齢者医療保険民健康保険・後期高齢者医療保険

快適なマンションライフのために 19

マンション建替え法をご存じですか

　区内には築40年を超える高経年マンションが多くあり、耐震性に問題のある老朽化したマンションの
建替え等が課題となっています。
　マンションを再生する方法として、一定の要件を満たした耐震性不足のマンションについて、民法
の全員同意の原則によらない売却の仕組みが「マンションの建替え等の円滑化に関する法律」に設け
られています。この仕組みでは、区分所有者の集会で5分の4の賛成があれば、マンションとその敷地
を売却できます。一方で、売却後の住まいの選択は自由であることから、居住の安定には十分な配慮
が必要です。
　さまざまな再生手法の検討や専門機関の活用で、適切にマンションを再生しましょう。

【問合せ】住宅課居住支援係（本庁舎7階）
☎（5273）3567・㋫（3204）2386へ。
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